
目標年度

― ―

電気通信事業分野
の公正な競争環境
の整備

目標（値）

年度ごとの目標（値）

29年度

・電気通信事業分野
における毎年度の
市場動向等を分析・
検証し、電気通信事
業の制度・運用の改
善を促進。

・電気通信事業にお
ける料金政策等の
調査研究を実施し、
当該成果を審議会
等の基礎資料等とし
て 活 用 す る と と も
に、制度見直し等の
検討を促進。

32年度

主要な政策に係る政策評価の事前分析表（平成30年度実施政策）

政策（※１）名 政策12：情報通信技術利用環境の整備

担当部局課室名
総合通信基盤局　電気通信事業部
事業政策課　他６課室
電波部　電波政策課　他４課室

作成責任者名
総合通信基盤局
電気通信事業部事業政策課長　山碕　良志
電波部電波政策課長　布施田　英生

政策の概要
電気通信事業分野における公正競争の促進、ブロードバンド環境の整備促進、電波利用環境の維持・改善により利
用者利便の向上を図るとともに、電気通信サービスの安心・安全な利用環境の確保を実現することにより、世界最高
水準の情報通信技術（ICT）インフラ環境の更なる普及・発展を実現する。

分野【政策体系上の
位置付け】

情報通信（ICT政策）

基本目標【達成すべき目標及び目
標設定の考え方・根拠】

［最終アウトカム］：世界最高水準のICTインフラ環境の更なる普及・発展
［中間アウトカム］：電気通信事業分野の一層の競争促進を図る取組を実施することによる料金低廉化・サービス多様化や、ブロードバンド基盤の整備促進等による利用者
　　　　　　　　　　　 利便の向上、ブロードバンド基盤の整備促進等による誰もがICTの恩恵を享受できる環境の実現、電波利用環境の維持・改善による無線システムの高度
　　　　　　　　　　　 化や新規導入のニーズへの対応、利用者からの苦情・相談への対応、情報通信ネットワークの安全・信頼性の向上等による電気通信サービスの安心・安
　　　　　　　　　　　 全な利用環境を実現する。

政策評価実施予定
時期

平成33年８月

施策目標 　　　　　　　　測定指標
（数字に○を付した測定指標は、主
要な測定指標）

基準（値）
測定指標の選定理由、施策目標と測定指標の関係性（因果関係）

及び目標（値）（水準・目標年度）の設定の根拠年度ごとの実績（値）（※２）

施策手段 基準年度 30年度 31年度 32年度

電気通信事業分野は技術革新のスピードが速く、急速な市場の変化に柔軟か
つ迅速に対応することが求められている現状を踏まえ、公正競争促進のため、
電気通信市場の競争機能の有効性や競争は阻害要因等についての検証及び
サービスに対する利用者の利便性の状況についての検証を行い、サービスに
対する利用者の利便性の状況について検証を行い、電気通信市場や利用者
への影響の観点から重要となる課題を抽出し、競争環境の変化に応じた制度
改正等につなげることが重要であることから、公正な競争促進に向けた取組の
進捗を指標として設定。

①
公正な競争促進に向けた取組
の進捗
　＜アウトプット指標＞

・電気通信事業分野
における毎年度の
市場動向等を分析・
検証し、電気通信市
場検証会議におい
て、年次レポートを
公表し電気通信事
業の制度・運用の改
善を図る。

・電気通信事業にお
ける料金政策等の
調査研究を実施し、
当該成果を審議会
等の基礎資料等とし
て 活 用 す る と と も
に、制度見直し等を
検討。

・電気通信事業分野
における毎年度の
市場動向等を分析・
検証し、電気通信市
場検証会議におい
て、年次レポートを
公表し電気通信事
業の制度・運用の改
善を図る。

・電気通信事業にお
ける料金政策等の
調査研究を実施し、
当該成果を審議会
等の基礎資料等とし
て 活 用 す る と と も
に、制度見直し等を
検討。

・電気通信事業分野
における毎年度の
市場動向等を分析・
検証し、電気通信市
場検証会議におい
て、年次レポートを
公表し電気通信事
業の制度・運用の改
善を図る。

・電気通信事業にお
ける料金政策等の
調査研究を実施し、
当該成果を審議会
等の基礎資料等とし
て 活 用 す る と と も
に、制度見直し等を
検討。

IPv6対応が加速している国際動向への対応及び多種多様なデバイス等が接
続されるIoT社会の構築に向け、IPv6対応の重要性が高まっており、情報通信
システムのIPv6対応に係る普及啓発活動が必要となっていることを踏まえて、
同活動の実施箇所数を測定指標として設定。

前年と同規模（年７
箇所）

―

前年と同規模（年７
箇所）

― ―

情報システムのIPv6対応に係
る普及啓発活動の実施箇所数
　＜アウトプット指標＞

年７箇所 29年度
前年と同規模（年７
箇所）

電気通信事業
分野の競争促
進 、 イ ン タ ー
ネット利用環境
の整備促進等
による利用者
利便の向上

―

「電気通信事業分野
における市場検証
に関する基本方針」
に基づき、毎年度実
施した分析・検証結
果等を取りまとめ、
「電気通信事業分野
における市場検証
年次レポート」を公
表。

電気通信事業の公
正な競争を促進す
るため、以下の取組
を実施。
・接続ルール改善等
のため、制度整備を
実施
・利用者利益の向上
のための検討を行
い、 通信料金の適
正化やサービス改
善に向けた課題を
抽出

前年と同規模（年７
箇所）

情報システムのIPv6
対応の促進

2 32年度

（総務省30－⑫）



電気通信サー
ビスの安心・安
全な利用環境
の実現

特定電子メールの
送信の適正化等に
関する法律の着実
な執行

3

特定電子メールの
送信の適正化等に
関する法律（平成14
年法律第26号）に基
づく迷惑メールにつ
いて収集・分析を行
い、同法に違反する
疑いのある送信者
に対し、行政指導等
を実施。

29年度

電気通信サービス
利用者の苦情・相談
に 対 応 す る と と も
に、相談内容等から
電気通信サービス
利用に係る課題を
抽出・分析し、電気
通信サービスにおけ
る消費者利益確保
のための政策の見
直し等を実施。

電気通信サービス利用者の苦
情・相談対応、相談内容等から
の課題の抽出・分析、消費者
利益確保のための政策の見直
し・検討等の取組の進捗
　＜アウトプット指標＞

―

特定電子メールの送信の適正化等に関する法律に基づく迷惑メールについて
の収集・分析及び同法に基づく事業者への指導等を行うことは、電子メールの
送受信上の支障を防止し、電気通信サービスである電子メールを安心・安全に
利用できる環境の実現に資するため、指標として設定。

【参考】
（平成29度値）
行政指導（警告メール）　約3,400通
報告徴収　６件
行政処分（措置命令）　２件

（平成28度値）
行政指導（警告メール）　約3,400通
報告徴収　７件
行政処分（措置命令）　０件

（平成27年度値）
行政指導（警告メール）　約3,300通
報告徴収　21件
行政処分（措置命令）　７件

（平成26年度値）
行政指導（警告メール）　約3,600通
報告徴収　36件
行政処分（措置命令）　７件

（平成25年度値）
行政指導（警告メール）　約4,000通
報告徴収　30件
行政処分（措置命令）　７件

（平成24年度値）
行政指導（警告メール）　約5,500通
報告徴収　47件
行政処分（措置命令）　８件

―

電気通信サービスに係る苦情・相談件数が増加、高止まりの現状にあることを
踏まえると、電気通信サービス利用者の苦情・相談対応、相談内容等からの
課題の抽出・分析、電気通信サービスにおける消費者利益確保のための政策
の見直し・検討等の取組は、電気通信サービスの利用者が安心・安全に利用
する環境の実現に重要であると考えられるため、指標として設定。

【参考（各年度の相談受付件数）】
平成29年度：8,848件
平成28年度：9,093件
平成27年度：10,125件
平成26年度：6,952件
平成25年度：7,012件
平成24年度：6,811件
平成23年度：7,873件― ―

特定電子メールの送信の適正化等に関する法律に基づく迷惑
メールについて収集・分析を行い、同法に違反する疑いのある
送信者に対し、行政指導等を実施。

―

電気通信サービス利用者の苦情・相談に対応するとともに、相
談内容等から電気通信サービス利用に係る課題を抽出・分析
し、電気通信サービスにおける消費者利益確保のための政策
の見直し等を実施。

特定電子メール法に基づく迷
惑メール対策への取組の進捗
　＜アウトプット指標＞

32年度

特定電子メールの
送信の適正化等に
関する法律に基づく
迷惑メールについて
収集・分析を行い、
同法に違反する疑
いのある送信者に
対し、行政指導等を
実施。

32年度

電気通信サービス
利用者の苦情・相談
に 対 応 す る と と も
に、 課題抽出のた
め、電気通信サービ
スの契約現場への
覆面調査等を実施
し、事業者における
利用者への説明義
務の執行状況を確
認した。その調査結
果等を踏まえ、説明
が不十分とされた事
項について、必要な
改善指導やガイドラ
イン改定の制度整
備を行うとともに、事
業者の改善状況の
フォローを実施。

④ 29年度

電気通信サービス
の利用者の苦情・相
談対応及びその内
容の分析等を踏ま
えた電気通信サー
ビスを安心・安全に
利用する環境の整
備

―



年４件

年４件

地域データセンターの整備に
ついて事業者への周知・啓発
活動の年間の実施回数
　＜アウトプット指標＞

32年度

年４件

MRA国際研修会の参加者数
　＜アウトプット指標＞
（ ※ MRA （ Mutual Recognition
Agreement）：相手国向けの機器の認
証（機器が技術上の要件を満たして
いることの検査・確認）を自国で実施
することを可能とする二国間の協定）

240人 240人

情報通信ネットワー
クの安全・信頼性基
準等の見直し

⑤

40台 29年度

市場に流通する通信機器の中には、技術基準に適合しない機器が確認されて
おり、当該機器による利用者への不測の被害が危惧されている。そのため、電
気通信機器の技術基準への適合性を確保することに資するものとして、市場
調査を行う端末機器の台数及び関係者間で情報交換するMRA国際研修会（我
が国で開催される通信機器等の相互承認協定に関する研修会）の参加者数を
指標として設定。

【参考】
(平成29年度値）
・市場調査機器台数：40台
・MRA国際研修会参加者数：240人

(平成28年度値）
・市場調査機器台数：39台
・MRA国際研修会参加者数：243人

(平成27年度値）
・市場調査機器台数：42台
・MRA国際研修会参加者数：240人

40台以上40台以上 40台以上

― ―

29年度

240人

―

地域データセンターの整備の実現のためには、データセンターを運営・管理す
る事業者やデータセンター利用企業等に周知・啓発を行うことが必要であると
いう現状を踏まえて、指標として設定。

― ― ―

電気通信事故が大規模化・長時間化・多様化が進展している現状にあることを
踏まえて、事業者の自主的な取組による対策を基本としつつ、その取組を適切
に確保する制度的枠組みを整備することは、電気通信ネットワークの安全・信
頼性向上に資するため、指標として設定。

【参考】
(平成29年度）　重大事故：４件　　電気通信事故検証会議開催回数：６回
(平成28年度）　重大事故：５件　　電気通信事故検証会議開催回数：６回
(平成27年度）　重大事故：８件　　電気通信事故検証会議開催回数：７回

（注）重大事故とは、以下の要件に該当する事故をいう。
・電気通信役務の提供を停止又は品質を低下させた事故で、次の基準に該当
するもの
一 緊急通報を取り扱う音声伝送役務：継続時間１時間以上かつ影響利用者数
３万以上のもの
二 緊急通報を取り扱わない音声伝送役務：継続時間２時間以上かつ影響利
用者数３万以上のもの又は継続時間１時間以上かつ影響利用者数10万以上
のもの
三 利用者から電気通信役務の提供の対価としての料金の支払を受けないイ
ンターネット関連サービス（音声伝送役務を除く）：継続時間24時間以上かつ影
響利用者数10万以上のもの又は継続時間12時間以上かつ影響利用者数100
万以上もの
四 一から三までに掲げる電気通信役務以外の電気通信役務：継続時間２時
間以上かつ影響利用者数３万以上のもの又は継続時間１時間以上かつ影響
利用者数100万以上
・衛星、海底ケーブルその他これに準ずる重要な電気通信設備の故障の場合
は、その設備を利用する全ての通信の疎通が２時間以上不能であるもの

―

240人

40台以上

―

32年度

― ―

電気通信機器の技
術基準適合性の確
保

―

240人

―

電気通信事故の分析・評価を電気通信事故検証会議等におい
て実施し、分析等の結果、これまでに認識していない新たな原
因が判明した場合は安全・ 信頼性基準への反映を実施
（100％）。

電気通信事故の原
因、対応策等につい
て分析・評価した結
果や、有識者からの
意見を踏まえ、「情
報通信ネットワーク
安全･信頼性基準」
等の見直し等を実
施。

地域データセンター
の整備推進

8 32年度

年４件 年４件

6
市場調査を行う端末機器の台
数
　＜アウトプット指標＞

7

電気通信ネットワークの安全・
信頼性向上のための制度見直
し等の実施
　＜アウトプット指標＞

29年度

電気通信事故の原
因、対応策等につい
て分析・評価した結
果や、有識者からの
意見を踏まえ、「情
報通信ネットワーク
安全･信頼性基準」
等の見直し等を実
施。

32年度

30年度



29年度

平成29年度までに
確保した移動通信
システム用の周波
数帯域幅に加えて、
新たに周波数帯域
幅(約2500MHｚ幅）
を確保

―

新たな電波利用システムの実
現に必要な技術基準等の策定
　＜アウトプット指標＞

電波利用ニーズに
対応した新たな電波
利用システムの実
現に必要な制度整
備を実施。

約900MHz幅（ 携帯
電話等）
約350MHz幅（ 無線
LAN）

移動通信システム用の周波数
帯域幅の拡大
　＜アウトカム指標＞

32年度

電波利用ニーズに
対応した新たな電波
利用システムの実
現に必要な制度整
備を実施。

32年度

無線システムの高
度 化 や 電 波 利 用
ニーズに応えるため
の国際調整や国内
の他システムとの周
波数共用の検討等
の実施による移動
通信システム用の
周波数帯域幅の確
保

9

無線システムの高
度 化 や 電 波 利 用
ニーズに応えるため
の新たな電波利用
システムの実現に
必要な技術基準等
の検討による制度
整備を実施

⑩

無線システム
の高度化や新
規導入のニー
ズに適切に対
応した情報通
信基盤の利用
環 境 の 維 持 ・
改善

29年度

―

スマートフォン等の普及により、移動通信トラヒックは年々増加しており、移動
通信用周波数はひっ迫した状況にあるため、携帯電話、BWAや無線LAN等、
移動通信システム用の周波数帯域幅の増加を図ることは、情報通信基盤の利
用環境の維持・改善に寄与することから、「新サービス創出等による経済成
長」、「利用者利便の増進」、「国際競争力の強化」の視点を総合的に判断等し
て、周波数帯域幅の拡大に向けた取組を指標として設定。

【参考】
　携帯電話用約900MHz幅（平成29年度値）
　無線LAN用約350MHz幅（平成29年度値）― ―

ICT技術の進展等に伴う通信速度の高速化や高機能化等の電波利用ニーズ
に応えるため、新たな電波利用システムの実用化を図ることは、情報通信基盤
の利用環境の維持・改善に寄与することから、実用化に必要な制度整備の実
施を指標として設定。

【参考】
　５件（平成29年度値）

電波利用ニーズに
対応した新たな電波
利用システムの実
現に必要な制度整
備を実施。

電波利用ニーズに
対応した新たな電波
利用システムの実
現に必要な制度整
備を実施。

―

移動通信システム用の周波数帯域幅の拡大に向けた取組を
実施することにより、平成29年度までに確保した周波数帯域幅
に加えて、新たに周波数帯域幅(約2500MHｚ幅） を確保。

電波利用ニーズに
対応した新たな電波
利用システムの実
現に必要な制度整
備を実施。

―



0097

(1)
電気通信事業分野における事業環境の整備のための調査研
究(昭和62年度)

(3)
電気通信事業分野における安全・信頼性確保のための事務経
費(平成12年度)

0095

(2)
電気通信事業分野における消費者利益確保のための事務経
費(平成６年度)

324百万円
(298百万円)

330百万円
(301百万円)

343百万円 3,4

電気通信分野における急速な技術革新に伴い電気通信サービスは一層高度化・多様化している
が、一方で依然増加傾向にある迷惑メール送信、サービス利用に伴うトラブルの多様化・複雑化等
が課題となっている。こうした状況に的確に対応するため、的確且つタイムリーに電気通信の消費者
利益に関する政策立案等を図り、電気通信サービス利用者の苦情・相談対応及び利用者保護に係
る問題の抽出・分析、迷惑メール対策の実施、インターネット上の違法・有害情報への適切な対応の
促進等、消費者等への電気通信サービスに関する情報提供、法令等の周知を推進する。

【成果指標（アウトカム）】
・調査結果を活用した法令等の見直し等の件数：３件(平成30年度)
【活動指標（アウトプット）】
・電気通信消費者相談センター等の苦情・相談件数
・特定電子メール等送信適正化業務委託の相談受付件数
・特定電子メール等送信適正化業務委託の情報受付件数
・特定電子メール等送信適正化業務委託のモニター受信機受信件数

【施策目標等の達成又は測定指標の推移に対する寄与の内容】
迷惑メール対策、電気通信サービス利用者からの苦情・相談への対応、インターネット上の違法・有
害情報への対応に係る相談、電気通信事業分野の消費者利益確保に向けた調査等を実施すること
により、利用者保護に係る問題の抽出・分析を行い、的確且つタイムリーに電気通信の消費者利益
に関する政策立案等を図ることができることとなることから、電気通信サービスの安心・安全な利用
環境を実現することに寄与する。

0096

108百万円
(97百万円)

138百万円
(130百万円)

34百万円
(33百万円)

29百万円
(28百万円)

32百万円 5,6,7

電気通信事業分野における安全・信頼性の向上を図るため、年々複雑化している情報通信ネット
ワークの高度化に対応した安全・信頼性対策の調査を実施するとともに、国内外の基準認証制度を
把握し、市場に流通している端末機器の技術基準への適合性を確認する。

【成果指標（アウトカム）】
・調査結果を活用した、ガイドライン等の見直しの件数：１件(平成30年度)
・市場調査の結果、技術基準への不適合が明らかとなった端末機器の台数に対する対応を実施した
台数の比率：100%(平成30年度)
【活動指標（アウトプット）】
・市場調査を行う端末機器の台数：40台(平成30年度)
・MRA国際研修会（我が国で開催される通信機器等の相互承認協定に関する研修会）の参加者数：
240人(平成30年度)

【施策目標等の達成又は測定指標の推移に対する寄与の内容】
年々複雑化している情報通信ネットワークの高度化に対応した安全・信頼性対策の調査を実施する
とともに、国内外の基準認証制度を把握し、市場に流通している端末機器の技術基準への適合性を
確認することにより、大規模化・長時間化・多様化が進展する電気通信事故に対する事業者の取組
を適切に確保する制度的枠組みの整備や電気通信機器の技術基準への適合性の確保を図ること
ができることから、電気通信事業分野の安全・信頼性の向上の実現に寄与する。

達成手段の概要等
関連する
指標(※４)

28年度

予算額（執行額）（※３）

29年度 30年度

158百万円 1

電気通信事業分野における事業環境の整備に資するため、以下の調査を行う。
　(1) 電気通信事業における競争政策に関する調査研究
　(2) 電気通信事業における料金算定等に関する調査研究
　(3)  通信基盤及びインターネット環境の整備・維持に関する調査研究

【成果指標（アウトカム）】
・調査結果を活用した法令等の見直し等の件数：８件(平成30年度)
【活動指標（アウトプット）】
・本調査研究による成果物を資料として活用した研究会、審議会、報告書等の件数：46件(平成30年
度)

【施策目標等の達成又は測定指標の推移に対する寄与の内容】
電気通信分野における競争政策及び料金算定並びに情報通信基盤整備・確保の在り方等に関する
調査研究を実施することにより、ブロードバンド化の進展、サービスの多様化による市場環境の変化
を捉え、市場の変化等に対応した新たな規制の在り方について検討を行い、電気通信サービスの健
全な発達の促進等、事業環境を整備することができることとなるため、低廉かつ高速のブロードバン
ド環境や電気通信サービスの健全な発展の促進を実現することに寄与する。

達成手段
（開始年度）

平成30年度行政事業
レビュー事業番号



(5) 電気通信消費者権利の保障等推進経費（地方）(平成22年度)
9百万円

(７百万円)
10百万円
(８百万円)

10百万円 3,4

電気通信サービスの消費者利益の確保を図るため、各地域の実情に照らしながら行政、電気通信
事業者及び消費生活センター等との間の連携を強化し、電気通信サービスの消費者問題や違法・有
害情報等の不適正利用に迅速に対応するとともに、電気通信事業者等の自主的な取組の促進策等
の検討材料とする。また、青少年等のリテラシー向上を図るため、各地域においてPTA（保護者・教
職員）、自治体等の関係者間の連携体制を構築し、地域の実情に応じた周知啓発活動（e-ネットキャ
ラバン等）を展開していく。これらの取組を通じ、地域における電気通信サービスの安心・安全な利用
環境の整備を図る。

【成果指標（アウトカム）】
・ｅ－ネットキャラバン参加者数：40万人(平成30年度)
【活動指標（アウトプット）】
・ｅ－ネットキャラバンの講座開催数

【施策目標等の達成又は測定指標の推移に対する寄与の内容】
電気通信サービスの消費者問題や違法・有害情報等の不適正利用について、各地域の実情に照ら
しながら行政、電気通信事業者及び消費生活センター等との間の連携を強化し、また青少年等のリ
テラシーについて、各地域においてPTA（保護者・教職員）、自治体等の関係者間の連携体制を構築
し、地域の実情に応じた周知啓発活動を展開していくことにより、消費者問題や違法・有害情報等の
不適正利用に迅速に対応し、行政としての対策や電気通信事業者等の自主的な取組促進策等の検
討材料とするとともに、青少年等のリテラシー向上が期待できることとなるため、電気通信サービスの
安心・安全な利用環境を実現することに寄与する。

0098

(6)
パーソナルデータ利活用のための安全確保技術の実証(平成
27年度)

25百万円
(25百万円)

- - 4

電気通信事業者が取り扱う位置情報等のパーソナルデータについては、通信の秘密に該当する場
合があるなど、高い機微性を有する一方で、防災・減災、街づくり、観光地・商店街の活性化、利用者
に向けた有用なサービスの展開等様々な社会的効果が期待されている。このようなパーソナルデー
タについて、適切な保護を行いつつ利活用を進める上では、事業者による適切な管理運用体制の構
築が必要とされている。適切な管理運用体制の構築に当たっては、安全確保のための高度なデータ
保存・処理技術を活用することが有用であると考えられるところ、これらの安全確保技術を実証し、そ
の成果をガイドライン等において示すことで、事業者における適切な管理運用体制の構築を支援す
る。

【成果指標（アウトカム）】
・主要携帯電話事業者において、匿名化等の加工を施した上で移動体端末の位置情報を活用して
いるサービスの数：10件(平成29年度)
【活動指標（アウトプット）】
・実証報告書、ガイドライン等：１件(平成28年度)

【施策目標等の達成又は測定指標の推移に対する寄与の内容】
電気通信事業者が取り扱う位置情報等のパーソナルデータについて、通信の秘密、個人情報、プラ
イバシーを適切に保護しつつ、その利活用を推進するため、データ処理・加工・保存における安全確
保技術を実証することにより、その成果をガイドライン等において示すことで、事業者において適切な
管理運用体制が構築されることが期待できることとなるため、電気通信サービスの安心・安全な利用
環境を実現することに寄与する。

-

(4) 情報通信利用環境整備推進事業(平成23年度)
342百万円

(230百万円)
- - -

超高速ブロードバンド未整備地域のうち、民間事業者による整備が見込まれない条件不利地域（※）
において、市町村等が光ファイバ等の超高速ブロードバンド基盤を整備する場合に、その事業費の
一部（１／３。離島については２／３）を補助。これにより、住民の高速インターネットサービスの利用
が可能となるほか、医療・福祉・教育等の分野における利活用が可能となるもの。
※過疎、辺地、離島、半島、振興山村、特定農山村、豪雪地帯。

【成果指標（アウトカム）】
・固定系超高速ブロードバンド未整備地域の減少世帯数：７万世帯(平成28年度)
【活動指標（アウトプット）】
・補助事業実施件数：５件(平成28年度)
・補助事業による整備世帯数：2,957世帯(平成28年度)

【施策目標等の達成又は測定指標の推移に対する寄与の内容】
超高速ブロードバンド未整備地域のうち、民間事業者による整備が見込まれない条件不利地域にお
いて、市町村等が光ファイバ等の超高速ブロードバンド基盤を整備する場合に、その事業費の一部
を補助することにより、条件不利地域における超高速ブロードバンドの整備が推進されることから、固
定系超高速ブロードバンド基盤・ゼロ地方公共団体数の減少に寄与する。

-



(9) 情報通信基盤整備推進事業(平成28年度)
120百万円

(107百万円)
1,023百万円
(904百万円)

1,326百万円 -

地域の活性化を図っていく上で重要かつ必要不可欠な超高速ブロードバンド基盤の整備を推進する
ため、過疎地域・離島等の「条件不利地域」を有する地方公共団体が、光ファイバ等の超高速ブロー
ドバンド基盤の整備を実施する場合、その事業費の一部（１／３。財政力指数が0.3未満の市町村は
１／２、離島市町村は２／３）を補助する。

【成果指標（アウトカム）】
・固定系超高速ブロードバンド基盤・ゼロ地方公共団体数：25団体(平成32年度)
【活動指標（アウトプット）】
・情報通信基盤整備推進事業による整備世帯数：4,606世帯(平成30年度)

【施策目標等の達成又は測定指標の推移に対する寄与の内容】
過疎地域・離島等の「条件不利地域」を有する地方公共団体が、光ファイバ等の超高速ブロードバン
ド基盤の整備を実施する場合、その事業費の一部を補助することにより、民間事業者による整備が
見込まれない条件不利地域における超高速ブロードバンドの整備が推進されることから、固定系超
高速ブロードバンド基盤・ゼロ地方公共団体数の減少に寄与する。

0099

(7) 異常トラヒックの自動遮断実現のための検証(平成27年度)
15百万円

(15百万円)
- - -

運用管理主体の異なる複数のネットワーク間で、共有された異常トラヒックの情報を元に通信機器を
自動制御することで、大規模な異常トラヒックを迅速かつ効果的に遮断する仕組みを確立するための
実証実験を実施する。国民の安心・安全なICT利用環境の確保に資するため、以下の実証を行う。
（１）自動遮断技術の実証
（２）異常トラヒック情報の登録権限を持つ関係者の認証に係る実証

【成果指標（アウトカム）】
・実証の結果を活用する事業者数：10者(平成29年度)
【活動指標（アウトプット）】
・異常トラヒックの情報を解析し、自動遮断を行うための基準を策定：１件(平成28年度)

【施策目標等の達成又は測定指標の推移に対する寄与の内容】
大規模な異常トラヒックを迅速かつ効果的に遮断する仕組みを確立するための実証実験を実施する
ことにより、自動遮断を行うための基準を策定することで、大規模な異常トラヒック遮断の仕組みを確
立するための実証結果を活用する延べ事業者数が増加することとなるため、電気通信サービスの安
心・安全な利用環境を実現することに寄与する。

-

(8) 離島向け海底光ファイバ整備(平成27年度)
803百万円

(756百万円)
- - -

地方公共団体（都道府県）が離島における超高速ブロードバンド環境を実現するための海底光ファイ
バ等の中継回線の敷設を行う場合、その事業費の１／３を補助する。

【成果指標（アウトカム）】
・本事業により整備された海底光ファイバを用いて提供される広域イーサネットサービスの利用事業
者数：３事業者(平成31年度)
【活動指標（アウトプット）】
・離島向け海底光ファイバ整備完了団体：１団体(平成28年度)
・海底光ファイバ等の中継回線整備離島数：２島(平成28年度)

【施策目標等の達成又は測定指標の推移に対する寄与の内容】
地方公共団体が離島における超高速ブロードバンド環境を実現するための海底光ファイバ等の中継
回線の敷設を行う場合、その事業費の一部を補助することにより、民間事業者による整備が見込ま
れない条件不利地域における超高速ブロードバンドの整備が推進されることから、固定系超高速ブ
ロードバンド基盤・ゼロ地方公共団体数の減少に寄与する。

-



(13) 電気通信事業法（昭和59年） - - -
1,4,5,7

電気通信事業の公共性にかんがみ、その運営を適正かつ合理的なものとするとともに、その公正な
競争を促進することにより、電気通信役務の円滑な提供を確保するとともにその利用者の利益を保
護し、もつて電気通信の健全な発達及び国民の利便の確保を図り、公共の福祉を増進する。

(14) 有線電気通信法（昭和28年） - - - 5
有線電気通信設備の設置及び使用を規律し、有線電気通信に関する秩序を確立することによつて、
公共の福祉の増進に寄与する。

(11) 国際VHF周波数変更対策のための損失補償(平成29年度) -
80百万円

(21百万円)
52百万円 10

平成27年度のWRC（無線通信会議）においてITU-RのRR(無線通信規則）が改正され、国際VHFの一
部の周波数をデジタルデータ通信用に使用できるようにすることが義務付けられているが、我が国で
は、デジタルデータ通信用となる対象周波数が、船舶航行安全のための船舶港務通信用等として使
用されている。このため、海岸局 93局、船舶局6,226局に対して電波法第71条第１項により周波数
変更命令を行い、船舶航路通信用周波数を国際VHFの他の周波数に変更させるとともに、それに伴
い損失が生ずる無線局（海岸局95局、船舶局240局）については、電波法第71条第２項を適用して、
損失にかかる費用を補償する。

【成果指標（アウトカム）】
・周波数変更命令対象無線局数：6,197局(平成31年度)
【活動指標（アウトプット）】
・損失補償を行った無線局数：120局(平成30年度)

【施策目標等の達成又は測定指標の推移に対する寄与の内容】
国際VHFデジタルデータ通信システムの新たな周波数割当のため、現在、割当られている船舶港務
通信等の周波数を他の国際VHF帯域に平成29年度から平成31年度の３か年にかけて周波数変更
命令を行い、新たな海上通信システムの円滑な導入及び航行安全の通信体制の確保を図る。

0101

(12)
情報通信基盤災害復旧事業費補助金(平成24年度)(復興庁か
らの移替え)

253百万円
(147百万円)

359百万円
(89百万円)

54百万円 -

平成23年３月11日に発生した東日本大震災により被災した地域の地方公共団体が実施する情報通
信基盤（FTTH等のブロードバンドサービス施設、ケーブルテレビ等の有線放送施設及び公共施設間
を結ぶ地域公共ネットワーク施設等）の復旧事業を支援することを目的として、特定被災地方公共団
体又はその連携主体に対して、その復旧事業費の３分の１又は３分の２を補助する。

【成果指標（アウトカム）】
・復旧事業が完了した件数：36件（平成32年度）
【活動指標（アウトプット）】
・復旧事業の補助金交付決定件数：３件（平成30年度）

【施策目標等の達成又は測定指標の推移に対する寄与の内容】
東日本大震災により被災した地域の地方公共団体が実施する情報通信基盤の復旧事業を支援する
ことにより、被災地域の情報通信基盤の復旧を図ることとなるため、地域の特性を踏まえた高速のブ
ロードバンド環境の整備・確保を図ることに寄与する。

復興庁
0029

(10)
位置情報等のプライバシー情報の利活用モデル実証事業(平
成29年度)

-
59百万円

(55百万円)
58百万円 4

通信事業者が取得するパーソナルデータは、位置情報に加え通信の秘密等に関わるプライバシー
性の高いものが多く含まれることを踏まえて、当該データの流通に関して関連技術を含むモデルケー
スの実証を行い、通信事業者とそれを活用する事業者との間で安全に流通させるために必要となる
ルールとして、具体的には、事業者間で流通させる際の契約モデルの在り方及びB2B2Cモデルを前
提とした利用者からの同意取得の在り方等について検証する。

【成果指標（アウトカム）】
・B2B2Cモデルを利用した具体的な事例の数：３件(平成32年度)
【活動指標（アウトプット）】
・本調査研究による成果物を資料として活用した研究会、審議会、報告書等の件数：１件(平成30年
度)
・実証報告書、ガイドライン等の件数：１件(平成30年度)

【施策目標等の達成又は測定指標の推移に対する寄与の内容】
電気通信事業者が取り扱う位置情報等のパーソナルデータについて、通信の秘密、個人情報、プラ
イバシーを適切に保護しつつ、その利活用を推進するため、データ処理・加工・保存における安全確
保技術を実証することにより、その成果をガイドライン等において示すことで、事業者において適切な
管理運用体制が構築されることが期待できることとなるため、電気通信サービスの安心・安全な利用
環境を実現することに寄与する。

0100



(20)
地域データセンター整備促進税制（法人税、固定資産税）（平
成30年度）

- - - 8

電気通信事業者が対象設備（サーバー、ルーター又はスイッチ、電源装置を取得した場合における
取得価額の15％の法人税の特別償却及び固定資産税の３年間の課税標準４分の３。

【施策目標等の達成又は測定指標の推移に対する寄与の内容】
首都圏以外に整備して設置地域近傍からの利用を行う設備投資に対する法人税の特別償却・首都
圏のデータセンターのバックアップを行うための設備投資に対する固定資産税減免を適用することに
より、地域へのデータセンター整備が促進されることから、情報の円滑な流通に資する。

(18)
特定機器に係る適合性評価手続の結果の外国との相互承認
の実施に関する法律（平成13年）

- - - 6,7

相互承認協定の適確な実施を確保するため、国外適合性評価事業の実施に必要な事項を定めるほ
か、電気通信事業法 （昭和59年法律第86号）、電波法 （昭和25年法律第131号）及び電気用品安全
法 （昭和36年法律第234号）の特例を定める等の措置を講じ、もって特定機器に係る製造、輸出入、
販売その他の事業活動の円滑化に資する。

(17)
携帯音声通信事業者による契約者等の本人確認及び携帯音
声通信役務の不正な利用の防止に関する法律（平成17年）

- - - 4

携帯音声通信事業者による携帯音声通信役務の提供を内容とする契約の締結時等における本人確
認に関する措置、通話可能端末設備等の譲渡等に関する措置等を定めることにより、携帯音声通信
事業者による契約者の管理体制の整備の促進及び携帯音声通信役務の不正な利用の防止を図
る。

(21)
固定系電気通信事業者に係る事業所税の特例措置（事業所
税）（平成22年度）

- - - 1

固定系電気通信事業用に供する施設のうち、事務所、研究施設、研修施設以外の施設に係る事業
所税を非課税とする。

【施策目標等の達成又は測定指標の推移に対する寄与の内容】
固定系電気通信事業用に供する施設のうち、事務所、研究施設、研修施設以外の施設に係る事業
所税を非課税にすることにより、当該事業の提供のための施設整備が促進されることから、低廉か
つ高速のブロードバンド環境や電気通信サービスの健全な発展の促進を実現することに寄与する。

(19) 電波法（昭和25年） - - - 9
電波の公平且つ能率的な利用を確保することによつて、公共の福祉を増進する。
当該法律に基づき、周波数割当て等を実施。

(15) 日本電信電話株式会社等に関する法律（昭和59年） - - - 1

１ 日本電信電話株式会社（以下「会社」という。）は、東日本電信電話株式会社及び西日本電信電
話株式会社がそれぞれ発行する株式の総数を保有し、これらの株式会社による適切かつ安定的な
電気通信役務の提供の確保を図ること並びに電気通信の基盤となる電気通信技術に関する研究を
行うことを目的とする株式会社とする。
２ 東日本電信電話株式会社及び西日本電信電話株式会社（以下「地域会社」という。）は、地域電
気通信事業を経営することを目的とする株式会社とする。

(16) 特定電子メールの送信の適正化等に関する法律（平成14年） - - - 3

一時に多数の者に対してされる特定電子メールの送信等による電子メールの送受信上の支障を防
止する必要性が生じていることにかんがみ、特定電子メールの送信の適正化のための措置等を定
めることにより、電子メールの利用についての良好な環境の整備を図り、もって高度情報通信社会の
健全な発展に寄与する。



※１　政策とは、「目標管理型の政策評価の実施に関するガイドライン」（平成25年12月20日政策評価各府省連絡会議了承）に基づく別紙１の様式における施策に該当するものである。

※２　「年度ごとの実績（値）」欄のかっこ書きの年度は、その測定指標の直近の実績（値）の年度を示している。

※３　前年度繰越し、翌年度繰越しの他、移流用増減、予備費での措置等を含む。

※４　測定指標は施策目標の達成状況が端的に分かる指標を選定しており、必ずしも達成手段と関連しないため「―」となることがある。

第２章　経済好循環の拡大と中長期の発展に向けた重点課題
１．我が国の潜在力の強化と未来社会を見据えた改革
［１］「稼ぐ力」の強化に向けた事業環境の整備と成長市場の創造
　（対日直接投資）
　（観光）
　（ＩＴ・ロボットによる産業構造の改革）

平成29年６月
９日

経済財政運営と改
革の基本方針2015

未来投資戦略2017

政策に関係する内閣の重要政
策（施政方針演説等のうち主な
もの）

まち・ひと・しごと創
生総合戦略2016

平成27年６月
30日

科 学 技 術 イ ノ ベー
ション総合戦略

平成27年６月
19日改定

第２部 科学技術イノベーションの創出に向けた２つの政策分野
第２章 経済・社会的課題の解決に向けた重要な取組
Ⅳ．我が国の強みを活かしＩｏＴ、ビッグデータ等を駆使した新産業の育成
ⅰ）高度道路交通システム

経済財政運営と改
革の基本方針2016

平成28年６月
２日

第２章 成長と分配の好循環の実現
２．成長戦略の加速等
（２）新たな有望成長市場の創出・拡大
⑤ 観光の基幹産業化

年月日 関係部分（抜粋）施政方針演説等の名称

III．今後の施策の方向
３．政策パッケージ
（１）地方にしごとをつくり、安心して働けるようにする
（ア）生産性の高い、活力に溢あふれた地域経済実現に向けた総合的取
組
F ICT等の利活用による地域の活性化

観光ビジョン実現プ
ログラム2017

平成29年５月
30日

視点３．すべての旅行者が、ストレスなく快適に観光を満喫できる環境に
　・通信環境の飛躍的向上と誰もが一人歩きできる環境の実現

平成28年12月
14日改訂

政策の予算額・執行額
2,033百万円

（1,715百万円）
2,370百万円

（1,766百万円）
2,033百万円

第２ 具体的施策
　Ⅱ Society 5.0に向けた横割課題
　　Ａ．価値の源泉の創出
　　　１．データ利活用基盤の構築
　　　　ⅶ）第５世代移動通信システム（5G）等の情報通信基盤の活用
　Ⅲ 地域経済好循環システムの構築
　　３．観光・スポーツ・文化芸術
　　　i）観光

③ すべての旅行者が、ストレスなく快適に観光を満喫できる環境
に

世界最先端IT国家
創造宣言・データ活
用推進基本計画

平成29年５月
30日

第２部 官民データ活用推進基本計画
　Ⅰ－２ 具体的施策

Ⅱ－１－(5) 利用の機会等の格差の是正（デジタルデバイド対策）【基
本法第14 条関係】
　　①分野横断的な施策のうち重点的に講ずべき施策

・ 離島等の条件不利地域等における超高速ブロードバンド整備・確
保の推進
       ・ 電気通信市場における競争促進
　　② 重点分野のうち重点的に講ずべき施策
　　　＜観光分野＞

・ 事業者の垣根を越えてシームレスにWi-Fi 接続できる認証連携の
仕組み構築


